アメリカ・イスラエルは、直ちにイラン攻撃を停止せよ
高市政権の軍拡推進と港湾の兵站基地化に断固として反対する

26年２月28日、アメリカとイスラエルは一体となってイランを攻撃し最高指導者を殺害して政権転覆を公然と発信した。イランはこれに反撃し、戦禍は中東地域全域に及んでいる。武力による現状変更は、国連憲章と国際法を蹂躙するもので、この暴挙に断固として抗議し、直ちに武力行使を中止し、停戦・和平への道に進むことを強く要求する。いかなる国も武力で主権を侵害してはならず、「戦争ＮＯ！」を強く声明する。

中東域での武力衝突は、イランの「ホルムズ海峡封鎖」に発展し、日本の商船が攻撃される事態も起きており、原油供給ルートの遮断で、原油が一気に高騰し世界経済にも深刻な影響をもたらしている。

国際秩序を破壊し、「国際法はいらない」と嘯くトランプ大統領に、高市政権は抗議すら行わず、これは戦争放棄・戦力不保持・交戦権の否認を謳う平和憲法を持つ日本の首相として恥ずべき態度と糾弾するものである。トランプ大統領は、ホルムズ海峡に日本の艦船の派遣を要請したとされている。高市首相が集団的自衛権や安保法制などを根拠に要請に応えれば、アメリカの行う戦争に日本が主体的に関わることになる。こうなれば、イランは日本の米軍基地を攻撃するとの態度を明らかにしている。

先の大戦で、アジア諸国に多大な被害をもたらした日本は、敗戦の教訓を日本国憲法に表し、平和国家となることを世界に約束した。高市首相は、これを蹂躙しようとしている。

港湾労働者は、戦前においては軍事基地化した港湾で兵站を担わされ、そのために戦火に晒されてきた。戦後も、朝鮮戦争に動員されて死傷者を出し、ベトナム戦争では武器・弾薬荷役を強制され、戦争の協力者、被害者としての立場を強いられてきた。その後も、アメリカが戦争を起こすたびに、港湾が兵站基地の役割を担い続けされている。

そして、今や全国26の港湾が自衛隊や海上保安庁が日常的に利用可能となる「特定利用港湾」に指定され、安倍政権以来の戦争する国づくり、戦争体制に組み入れられ、その指定は拡大する傾向にある。私たちは、アメリカ・イスラエルの攻撃による中東での惨禍は、港湾の兵站基地化、港湾労働者の命の危険に直面することと軌を一にする事態と認識している。

したがって、私たち港湾労働者は、あらゆる武力行使と戦争に反対し、直ちに中東の紛争停止を強く求め、政府には、日本国憲法９条の厳守を強く求めるものである。
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